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日本における健康食品の成長性

本稿では、健康食品市場の成長性について考察する。

健康食品市場の現状（1）

・健康食品の実態は、健康食品という言葉が意味する製品が暖昧なために、正確に把握することは難しい。健康食品は、一般には「健康に
何らかの良い効果が期待できる食品全般」を指す。国の制度により機能等の表示を許可している「保健機能食品」とそれ以外の「いわゆ
る健康食品」に大別される（図表1）。

・2015年の機能性表示食品制度開始以降、機能性食品市場は、話題性の高いヒット商品の発売や特定保健用食品や一般食品・飲料から機
能性表示食品への切り替えにより成長している（図表2）。

・新型コロナウイルス感染症拡大の中で、健康・免疫や、コロナ禍での新生活様式において生まれたストレス・睡眠問題や、運動不足によ
る肥満への対策需要が高まった。コロナ禍では生活者のセルフヘルスケアへの意識変化がみられ（図表3）、健康に関心がある生活者にお
いて「コロナ以降支出が増えたもの」上位は、「一般的な食品・飲料（トクホや機能性表示含む）」、「健康食品・サプリメント（トクホや
機能性表示含む）」となっている（図表4）。
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（図表2）機能性表示食品市場規模 推移・予測
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（注1）メーカー出荷金額ベース。
（注2）2022年度は見込み値、2023年度は予測値。
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（図表3）コロナにより、健康について「以前よ
り／新たに気にするようになったこと」がある人
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（図表4）コロナ禍以降の支出（上位項目抜粋）
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（出所）�国立健康・栄養研究所「健康食品の実態とその安全性・有効性」、矢野経済研究所「2023年版�健康食品の市場実態と展望～市場調査編～」、インテージ「『健康食品・
サプリメント＋ヘルスケアフーズ＋セルフヘルスケア市場実態把握レポート2022年度版』」

健康食品市場の現状（2）

・消費者庁の許可を取得するための効果検証に、相応の費用と期間が掛かる特保を手掛ける事業者には、大手メーカーが多くみられる。一方、開
発コストが相対的に低い機能性表示食品、栄養機能食品では、製品企画や広告宣伝に特化し、製造を外部に委託する企業が多く参入している
（図表5）。
・近時、健康食品・飲料などの特定のジャンルにおいてはECでの購入が一般的な選択肢になりつつある（図表6）。通販健康食品市場は
2022年に6,077億円、2024年に6,220億円にまで拡大するとの予測もある（図表7）。

・成長市場とはいえ、人口減少の一途を辿る見通しが強い日本では、2040年頃をピークに減少推移に転じる可能性も危惧される。最近ではアフィリ
エイト広告などに対する規制強化や競合激化による獲得効率の低下もあり、日本メーカーの海外展開が進み始めている（図表8）。

・消費者にとって健康食品の効能を観察することは難しいため、食品に関する有効性、安全性について信頼できる情報提供の仕組みは生産
者と消費者間の情報の非対称性を緩和する重要な役割を果たしている。海外展開については、コーデックス※の理解に加え、各国の規制
に則り、その国で通用するエビデンスを揃える必要があると考えられる。� ※コーデックス…世界的に通用する食品規格

（図表5）健康食品のサプライチェーン
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（図表6）健康食品・飲料購入額における 
購買チャネルの割合
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（注1）直近1年以内にECを利用している調査パネルの一般消費財の購買ログデータを活用し、
各ジャンルの購入額におけるEC購買シェア率を算出。

（注2）N＝5,000（EC利用者を含むWEBモニター全体）のうち、健康食品・飲料（ｎ＝1,656）

（図表7）通販健康食品の市場予測
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（図表8）日本メーカーの海外展開
企業 販売チャネル 販売商品
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カゴメトマトジュース、野菜生
活100、野菜生活100ジュレ、
トマトケチャップ、カゴメ醸熟
ソースの5品目。

アサヒカル
ピスウェル
ネス（株）

中国の越境ECモー
ルに出店

機能性表示食品「ラクトウェル」
などの「カルピス健康通販」限
定商品（健康食品）を販売。

カルビー（株）

中国の電子商取引
最大手のアリババ
GHと協力し越境
ECサイトに販売

日本で300億円規模のヒット商
品に育った「フルグラ」を海外
で本格展開。パッケージには「北
海道製造」を打ち出す方針。

キリンHD
（株）

オーストラリアの健
康食品大手ブラッ
クモアズを買収

独自素材「プラズマ乳酸菌」の
海外拡販を目指す。

オルビス（株） 子会社設立 イスラムの教義にあった「ハラル
認証」を受けた健康食品を開発。

（出所）�三井住友銀行「健康食品業界の動向～「健康」をキーワードに成長する市場の戦略方向性」�、TPCマーケティングリサーチ「健康食品の通販事業戦略について調査」、
富士経済「健康食品における海外展開実態調査」、健康産業流通新聞、TPCビブリオテック「2020年　ヘルスケア企業のグローバル戦略調査」
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外国人消費者の動向及び日本企業の海外展開 

・世界の健康食品市場は、アジアを中心に目覚ましい成長を遂げている。世界のビタミン・栄養補助食品マーケットの売上は、2028年に
は約2,390億ドルまで成長すると予想されている（図表9）。

・訪日予定者が、自分用に購入したいもので、「サプリ・健康食品」は生活雑貨部門の上位項目である（図表10）。旅行中に買った商品を、
帰国後にリピート購入する消費行動がみられ、訪日客の60%以上は再購買している。アジア地域をはじめ海外でのMade�in�Japanブラン
ドの人気やインバウンド需要の拡大が、日本企業の海外進出を後押ししている（図表11）。

・日本は食品の健康表示制度として、製品ごとに審査する特定保健用食品制度を1991年に世界で初めて施行し、2001年には規格基準型の
栄養機能食品を制度化した。実用的に運用しているのは日本だけであり、日本のトクホ商品や栄養機能食品は、科学的にも法的にも合理
性が高く、国際的に十分通用すると考えられている。

・海外進出メーカーが増加する中で、海外専用の商品やブランドの展開に注力し、展開地域のユーザー獲得を目指す企業も見受けられる。
実際に海外向けのサプリメント市場規模は、2018年から2024年の間に約1.8倍にまで成長すると予測されている（図表12）。

（図表9）世界のビタミン・栄養補助 
食品マーケットの売上高
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（図表10）訪日予定者の生活雑貨部門の
お土産ランキング
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1位 洗顔料 化粧水・乳液・
美容液

化粧水・乳液・
美容液

サプリ・健康
食品

2位 フェイスパック 日焼け止め メイク落とし 胃薬

3位 ヘアケア製品 洗顔料 サプリ・健康
食品 風邪薬

4位 日焼け止め サプリ・健康
食品 フェイスパック 洗顔料

5位 化粧水・乳液・
美容液

歯ブラシ・歯
磨き粉

湿布・外用鎮
痛消炎剤 目薬

中国女性 タイ女性 韓国女性 台湾女性

1位 化粧水・乳液・
美容液

化粧水・乳液・
美容液 メイク落とし 化粧水・乳液・

美容液
2位 洗顔料 日焼け止め ポイントメイク 洗顔料

3位 ヘアケア製品 ポイントメイク サプリ・健康
食品 リップクリーム

4位 日焼け止め サプリ・健康
食品

湿布・外用鎮
痛消炎剤 フェイスパック

5位 フェイスパック フェイスパック 洗顔料 目薬

（注1）複数回答。
（注2）�中国・台湾・韓国・タイ在住の20～49歳の男女のうち、2023

年日本訪問意向者。

（図表11）医薬品・健康食品 中国消費者
が購入したいと思う製品の原産国
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（図表12）海外向けのサプリメント市場
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（注）市場はサプリメントを展開する日本企業の海外売上を対
象としている。国内向けのNB商品や海外向け限定で製
造している商品を対象とするが、健康食品を展開する海
外法人を買収した場合はその企業の実績は含まない。

（出所）�TPCマーケティングリサーチ「健康食品の通販事業戦略について調査」、ユーロモニター「Global�Vitamins�and�Dietary�Supplements2022」、訪日ラボ、TPCビブリオ
テック「2020年　ヘルスケア企業のグローバル戦略調査」、インテージ「中国/台湾/韓国/タイ�訪日予定客調査」、JETRO「中国の消費者の日本製品等意識調査」、み
ずほリサーチ＆テクノロジーズ「訪日外国人の再購入に関する調査」、内閣府「「健康食品の表示の検討」～海外の制度と今後の展望・提言～」

健康食品市場の展望

・中期では、日本の高齢化進展と平均寿命と健康寿命の年齢ギャップ（図表13）が生じる中で、健康に対する関心が高まり、健康食品のよ
うな医薬品に頼らない予防医療へのニーズが高まることが市場成長要因となる。一方で、長期では人口減少による市場縮小が予見される
ことから、市場成長が見込まれる海外市場への展開が、成長には必要不可欠である。

・情報の非対称性が高い同市場においては、海外市場においても、科学的根拠に基づいた機能性を国に申請を行っている保健機能食品、
Made�in�Japan品質（図表14）は優位になると考える。機能性表示食品制度を満たす機能性、安全性、製造管理などをまとめて国に申請
していることは、日本のブランド力と併せて付加価値を与えることができる。

・「データとAIでレコメンドされるパーソナライズ健康食品」への取り組み（図表15、16）が始まっている。消費者の検査・診断に基づい
て健康食品が提供され、効果がアプリ等のツールで見える化されることで、予防医療としての付加価値と信頼性の向上を図ることができ
るもので、情報の非対称性を解消し、高い付加価値及び差別化を実現するための手法となり得る。

・今後、健康食品市場では国内外問わず、適切な情報提供により消費者からの信頼を高め、消費者ニーズに合致した商品を提供することが
出来る体制を整えていくことが求められる。

（図表13）日本平均寿命と 
健康寿命のギャップ
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（図表14）Made in JAPAN 
イメージ　トップ3

（図表16）パーソナライズ健康食品 
への取組み

順位 全体 東アジア計 ASEAN計 欧州・北米計

1 ハイテク 丁寧に
作られていそう ハイテク ハイテク

2 高性能 繊細な/
細やかな 信頼できる 高性能

3 信頼できる 信頼できる 高性能 信頼できる
（注）�n=6,600、20カ国・地域の20～59歳男女へ日本製品へのイメー

ジを調査

Nestle パーソナライズサプリメント米
Personaを買収

キリンホール
ディングス

2025年以降に、腸内環境のパーソナル健康
食品を販売予定

味の素

①米Ajinomoto�CambrookとNualtraの製品
をパーソナライズ化し、販売予定
②認知機能等に関するパーソナル栄養プラッ
トフォームを構築予定

（図表15）パーソナライズ健康食品イメージ図

（従来の）健康食品

自らが認識している健康課題

パーソナライズ健康食品

現在

消費者自ら選択

ウェアラブル端末などによる測定
未来

消費者が摂取すべき商品の種類、量を
データとAIによりレコメンド

（出所）�内閣府「令和5年版高齢社会白書」、電通「ジャパンブランド調査2019から考える、今の日本・これからの日本」、みずほ銀行「市場創出・拡大が期待されるヘルスサ
イエンス領域に対する食品企業の戦略」、渡邊憲和「健康食品マーケティング3.0　機能性・エビデンス全盛時代を勝ち抜く戦略」

 （注）文中、意見に関る部分は全て筆者の私見である。
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